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Ⅰ は じ め に









として自主立法権を有する点（憲法 93 条，94 条）で，地方公共団体において国
会に類する地位と機能を有しているが2)，他方で，その活動の自律性について
は国法（地方自治法）によって相当程度規律されるところであるから，国会の
ような憲法上の自律権（憲法 58 条 2 項）が保障されているとは解しがたく3)，
また議員の地位についても，国会議員について認められる不逮捕特権（憲法 50
条）や発言表決の無答責（憲法 51 条）などのような特権が認められているわけ













（塩野宏『行政法Ⅲ〔第 4版〕』（2014 年，有斐閣）197 頁，さらに参照，駒林良則『地方議会の
法構造』（2006 年，成文堂）168 頁以下）。
⚓） 駒林前掲書（注(2)）153 頁。
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があるであろう5)。









年代から 30 年代にかけて出された 3 つの最高裁判例，すなわち①最大決昭和
28 年 1 月 16 日民集 14 巻 3 号 355 頁（県議会議員除名処分執行停止決定に対する
特別抗告事件 米内山決定，以下「昭和 28 年最大決」という。），②最大判昭和 35
年 3 月 9 日民集 14 巻 3 号 355 頁（区議会議員除名処分取消請求事件 以下「〔昭
和 35 年〕⚓月最大判」という。），③最大判昭和 35 年 10 月 19 日民集 14 巻 12 号











視の行政へ 滝井繁男先生追悼論集』（2017 年，日本評論社）219 頁以下参照。
⚕） この点が問題となった判例として，府中市（広島県）の市議会議員政治倫理条例が定める，
いわゆる「二親等規制」にかかる最（三小）判平成 26 年 5 月 27 日判例時報 2231 号 9 頁，およ
び原審で同規制を違憲とした広島高判平成 23 年 10 月 28 日判例時報 2144 号 91 頁がある。これ
については，神橋一彦「地方議会議員の議員活動の『自由』とその制限 二親等規制条例違憲
訴訟上告審判決について 」長谷部恭男ほか編『自由の法理 阪本昌成先生古稀記念論文集』
（2015 年，成文堂）911 頁以下〔神橋一彦『行政判例と法理論』（2020 年 3 月刊行予定，信山
社）に所収〕参照。
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これを認め，事件を原審に差し戻す判決を行った（次のⅡ参照）。この事件につ























第 1 審判決（仙台地判平成 30 年 3 月 8 日判例時報 2395 号 45 頁）は，次に掲げ
⚗） 本稿筆者は，本件原告（被上告人）側代理人である十河弘弁護士（仙台弁護士会）の依頼に






















象とはならない（最高裁昭和 34 年（オ）第 10 号昭和 35 年 10 月 19 日大法廷判












これに対し，控訴審判決（仙台高判平成 30 年 8 月 29 日判例時報 2395 号 42 頁）
は，次に掲げる【判旨】①において，第 1 審判決と同様，昭和 35 年最大判に















そして，普通地方公共団体の議会は，憲法 93 条 1 項によってその設置が定めら
れ，地方自治法によって，会議規則を設けなければならないことや（120 条），同
法及び会議規則等に違反した議員に対して，公開の議場における戒告及び陳謝，
一定期間の出席停止並びに除名の各懲罰を科することができること（134 条 1 項，
135 条 1 項）などが定められている自律的な法規範をもつ団体であるから，そこに
おける法律上の係争については，一般市民法秩序と直接の関係を有しない内部的
な問題にとどまる限り，その自主的，自律的な解決に委ねるのを適当とし，裁判
所の司法審査の対象とはならないというべきである（最高裁昭和 35 年 10 月 19 日









共団体の住民の選挙により選出され（11 条，17 条，18 条），条例により定められ




















…本件条例によって，岩沼市議会議員の報酬は月額 36 万 3000 円とされ，出席停
止の懲罰を受けた議員に係る議員報酬は，その出席停止の日数分に相当する額が
減額されることになっており，現に，控訴人に対する議員報酬も，本件処分を受
































ここで富山大学事件最高裁判決（最（三小）判昭和 52 年 3 月 15 日民集 31 巻 2
























































となる。」とする（以上，渋谷秀樹『憲法〔第 3 版〕』（2018 年，有斐閣）654 頁以下）。本稿筆
者は，後に述べるように，地方議会の出席停止処分も裁量行為としてとらえるべきと考えるが，
これも渋谷の以上の指摘と軌を一にするものがあるとおもわれる。


















「司法の限界として，具体的には，第 1 に，議員の資格争訟（〔憲法〕55 条）と











































































































































干の論評を行ったことがある（神橋一彦「判批」法学 57 巻 1 号（1993 年）122 頁）。






























訴えも法律上の争訟に当たらないとする考え方に立つものとして，東京地判平成 8年 1月 19 日














理由とした国家賠償請求訴訟に関する，最（一小）判平成 31 年 2 月 14 日民集

































附金の不当利得返還請求事件（板まんだら事件）があり，最高裁昭和 56 年 4 月 7 日第三小法廷































































（第 12 章 補論Ⅱ：部分社会の法理の再構成）がある。










































① 出席停止処分は，地方自治法 135 条 1 項 3 号に基づく「行政庁の処分」
であり，処分行政庁は，当該市議会である（この場合，当該市議会が「処分行政









の議員報酬，費用弁償及び期末手当に関する条例」6条の 2 が「第 2条の規定
にかかわらず，地方自治法第 135 条第 1項第 3号に規定する一定期間の出席停
止の懲罰を受けた議員に係る議員報酬を減額するものとし，減額する額は，第
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⚓ 昭和 35 年最大判以前の下級審裁判例




⑴で後述する昭和 28 年最大決，〔昭和 35 年〕3 月最大判の 2件がある。），出席停止
決議（京都地判昭和 24 年 11 月 16 日行政裁判月報 20 号 189 頁，同控訴審・大阪高
判昭和 26 年 4 月 23 日例集 2 巻 6 号 917 頁，青森地判昭和 29 年 10 月 6 日例集 5 巻
10 号 239 頁）や公開議場における陳謝（旭川地判昭和 29 年 12 月 2 日例集 5 巻 12
















































問題を中心として 」（初出・1953 年＝昭和 28 年）『行政争訟の法理』（1954 年，有斐閣）197
頁。








然法論者 田中耕太郎」渡辺康行ほか編『憲法学からみた最高裁判所裁判官 70 年の軌跡』
（2017 年，日本評論社）49 頁以下がある。

















除名処分の処分性については，既に最（三小）判昭和 26 年 4 月 28 日民集 5































































































































30） 高橋滋・市村陽典・山本隆司 編『条解行政事件訴訟法〔第⚔版〕』（2014 年，弘文堂）56 頁
〔高橋滋〕。





























































32） 昭和 28 年最大決における栗山茂裁判官反対意見も，「国又は地方公共団体の議事機関がその
議事の円滑な遂行のためにする内輪の紀律の問題はたとい除名であってもその自主性の擁護の
ために内輪だけで処理せしむべき性質のものなのである」と主張するが，同じ趣旨であろう。





































相当とすることは当裁判所の判例（昭和 26 年 4 月 28 日第三小法廷判決）とする
ところであり，一般に行政庁の処分の違憲，違法の問題について裁判所が裁判権
を有することは憲法 81 条，裁判所法 3条によつて明白であるのみならず，地方自

















昭和 28 年最大決においては，田中耕太郎，栗山茂，真野毅，小林俊三の 4
裁判官が，出席停止処分の司法審査の問題について個別意見を述べ（齋藤悠輔
裁判官意見はこの問題には言及していない），〔昭和 35 年〕3 月最大判において
は，部分社会論を説いた田中耕太郎，斎藤悠輔，下飯坂潤夫 3裁判官補足意見
（昭和 35 年判決における同 3 裁判官補足意見において引用）が付されているもの
の，昭和 35 年最大判において，この問題に関する個別意見は，上記の 2 裁判
官の意見にとどまる。この間，7 年を経過しているが，最終的に昭和 35 年判
決の多数意見という形で取りまとめがなされたということであろう。要する
に，昭和 35 年最大判は，以上指摘されたような問題にいわばフタをする形で，
















































（3 号）と戒告（1 号）・陳謝（2 号）との間には一線が引かれる可能性はあろ

















か編『地方自治判例百選〔第 3版〕』（2005 年，有斐閣）121 頁）。











35） 昭和 35 年最大判以前に陳謝議決の取消しについて処分性を認めた下級審裁判例があるが



















関（議会）の内部行為と捉えられているが，これも地方自治法 135 条 1 項の懲罰との間に一線
が引かれるべきであろう。
36） 常岡前掲評釈（注(34)）は，同所で引用したA説に立った場合（すなわち，昭和 35 年最大
判の事案についても「法律上の争訟」に当たるという立場に立った場合），「（1）本判決〔＝昭
和 35 年最大判〕自体が認めるように，一時的にせよ，議員の『権利行使』が制限されており，













































38） 昭和 35 年最大判以前の下級審裁判例には，次のような判示をするものがある。





















処分一般について述べているものである）。このように，昭和 20 年代，30 年代初頭までの裁判
例は，地方議会の懲罰処分（一般）を裁量行為として位置づけ，それを前提にその司法審査を
































39） 昭和 35 年最大判以前の下級審裁判例をみると，出席停止期間が極めて長期にわたる場合

































































41） 昭和 35 年最大決が「本件の事情の下でかつ 3 日間の出席停止に限った判断」であったと解
する可能性があると指摘するものとして，中嶋直木「地方議会議員の懲罰と司法審査」宇賀克
也ほか編『行政判例百選〔第 7版〕』（2017 年）301 頁参照。昭和 35 年最大判以降，出席停止処
分の違法性が争われた事件として，次のようなものがある。












② 佐賀地判昭和 61 年 9 月 5 日行集 37 巻 9 号 1115 頁（出席停止処分取消請求）





③ 函館地判平成 28 年 8 月 30 日判例時報 2331 号 12 頁（出席停止処分無効確認請求）
この判決は，3日間の出席停止処分の無効確認請求について，昭和 35 年最判を引用の上，訴
えを不適法却下している（同判決については，今本啓介「判批」自治研究 95 巻 2 号（2019 年）
132 頁参照）。
































































Ⅵ お わ り に
このように地方議会議員の出席停止取消し・議員報酬請求の訴えを，裁判所








































る（最大判昭和 45 年 9 月 16 日民集 24 巻 10 号 1410 頁，最大判昭和 58 年 6 月 22 日民集 37 巻


































（〔昭和 35 年〕3 月最大判の用語）であった。しかし，部分社会論における一般
市民法秩序とのかかわりとは，当該部分社会からの放逐ということと解すると



































小）判平成 24 年 12 月 7 日刑集 66 巻 12 号 1337 頁，最（二小）判平成 24 年 12 月 7
日刑集 66 巻 12 号 1722 頁，とりわけカッコ内引用は両判決における千葉勝美裁判官
補足意見），判決後すでに 60 年を経た昭和 35 年最判について，仮にこれを維
持するとしても，判示そのものの理解はもちろん，事案の差異を問わず，一般















































48） 渋谷前掲書（注(10)）177 頁以下（とりわけ 179 頁以下）〔『憲法訴訟要件論』243 頁以下〕。
49） 以上言及した地方自治法 135 条 1 項の懲罰議決（注(41)）所掲の裁判例のほか，除名処分の
適法性が争われ，原告の請求が認容された近時の例として，名古屋高判平成 25 年 7 月 4 日判例
時報 2210 号 36 頁〔同判決については，板垣前掲書（注(31)）170 頁参照〕），厳重注意処分
（平成 31 年最判），議長の議員に対する発言取消命令（注(35)），市議会代表者会に招集しなか
ったこと（注(16)）のほか，市議会の幹事長会及び各派代表者会への出席，発言権が認められ
なかったこと（東京地判平成 29 年 8 月 10 日判例地方自治 435 号 18 頁），時間制による質問時
間の制限（東京地判平成 28 年 6 月 30 日判例タイムズ 1439 号 153 頁），肉声で発言をすること
が困難になった議員が第三者の代読による発言を求めたところ，パソコンの利用を強制したこ
と（名古屋高判平成 24 年 5 月 11 日判例時報 2163 号 10 頁）などがある。
















（2019 年 12 月）
なお初稿段階で，岩沼市議会事件控訴審判決に関する評釈として，御幸聖樹
「判批」判例評論 731（判例時報 2424）号 2（164）頁（2020 年 1 月）に接した。
（2020 年 1 月）
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